
                              

 

平成 15 年３月期  個別財務諸表の概要 

平成 15 年 5 月 30 日 

 

会 社 名 株式会社サイバード             登録銘柄 

コード番号 4823                    本社所在都道府県 東京都 

（URL http://www.cybird.co.jp/） 

代表者 責任者役職名 代表取締役社長  

        氏    名 堀 主知ロバート      

問い合わせ先  責任者役職名 取締役財務部長 

        氏    名 吉川 友貞        ＴＥＬ（０３）３４３１－０１１１     

決算取締役会開催日  平成 15 年 5 月 30 日      中間配当制度の有無  ○有  ・ 無 

定時株主総会開催日  平成 15 年 6 月 27 日     単元株制度採用の有無  有 ・ ○無  
 

１．15 年 3 月期の業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 

(1) 経営成績                 （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円   ％

8,721(  29.8）

  6,720( 133.6）

百万円   ％

1,259 ( 98.8)

 633 (  －  )

百万円   ％

1,259 ( 98.0)

636 ( －  )
 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円   ％ 

1,029 ( 78.3) 

577（ － ） 

円 銭

16,336.88 

 18,810.68 

円 銭

16,137.51

18,370.75

％ 

22.0 

15.6 

％ 

20.8 

13.8 

％

14.4

9.5

(注) 1．期中平均株式数   15 年 3 月期   63,004 株   14 年 3 月期   30,680 株 

  2. 平成 13 年 8 月 24 日付及び平成 14 年 11 月 15 日付で株式分割を行っており、期中平均株式数は期

首に分割が行われたものとして計算しております。 

 3．会計処理の方法の変更   無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

円 銭 

  0 00 

0 00 

円 銭

  0 00

  0 00

円 銭

  0 00

 0 00

百万円

     0 00

0 00

％ 

  0 

  0 

％

  0

  0

 

(3) 財政状態                     （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

15 年 3 月期 

14 年 3 月期 

百万円 

7,061 

5,078 

百万円

5,377

3,997

％ 

76.1 

78.7 

円  銭

84,655.90

130,228.82

（注）1. 期末発行済株式数   15 年 3 月期   63,519 株   14 年 3 月期   30,698 株 

2. 期末自己株式数    15 年 3 月期        0 株    14 年 3 月期        0 株 

 
※ 当社は、当社の属するモバイルインターネットビジネス業界における市場の変化が著しく、将来の予測が困難である
ため、業績予想の公表を控えさせていただいております。 
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1. 単体財務諸表等 
1-1  比較貸借対照表 

（単位：百万円・単位未満切捨） 

当事業年度 

2003 年 3 月 31 日現在 

前事業年度 

2002 年 3 月 31 日現在 
増 減 

   期   別 

 

 

科   目 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 増減率(%)

《資産の部》 

Ⅰ 流 動 資 産 

   

現 金 及 び 預 金 2,658 1,783  

売 掛 金 2,239 1,958  

商 品 1 0  

仕 掛 品   65 45  

前 渡 金 76 23  

前 払 費 用 47 36  

繰延税金資産（流動） 156 -  

そ の 他 53 44  

貸 倒 引 当 金 △32 △36  

 

流 動 資 産 計 5,267 74.6 3,856 76.0 1,410 36.5

   

Ⅱ 固 定 資 産   

(有 形 固 定 資 産)   

建 物 52 48   

  器 具 及 び 備 品 64 77   

有形固定資産計 117 1.7 126 2.5 △9 △7.2

(無 形 固 定 資 産)   

ソ フ ト ウ エ ア 374 477   

ソフトウエア仮勘定 9 15   

そ の 他 0 0   

無形固定資産計 384 5.4 494 9.7 △109 △22.2

(投 資その他の資産)   

  投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

繰延税金資産（固定） 

518

254

178

29

301

-

 

 

 

 

敷 金 311 250   

そ の 他 30 20   

投 資その他の資産計 1,293 18.3 601 11.8 692 115.1

固 定 資 産 計 1,794 25.4 1,221 24.0 573 46.9

   資 産 合 計 7,061 100.0 5,078 100.0 1,983 39.0
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（単位：百万円・単位未満切捨） 

当事業年度 

2003 年 3 月 31 日現在 

前事業年度 

2002 年 3 月 31 日現在 

 

増 減 

 

   期   別 

 

 

科   目 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 増減率(%)

《負債の部》 

Ⅰ 流 動 負 債 

   

買 掛 金 601 383  

未 払 金 386 489  

未 払 法 人 税 等 521 2  

未 払 消 費 税 等 72 110  

前 受 金 0 18  

預 り 金 16 22  

前 受 収 益 9 －  

賞 与 引 当 金 75 33  

 

そ の 他 0 －    

流 動 負 債 計 1,684 23.9 1,060 20.9 624 58.9

Ⅱ 固 定 負 債   

長期割賦未払金 － 17    

繰 延 税 金 負 債 － 2    

固 定 負 債 計 － － 20 0.4 △20 △100.0

負 債 合 計 1,684 23.9 1,080

 

 

21.3 

 

604 55.9

 

《資本の部》 

  

Ⅰ 資 本 金 － － 2,408 47.4   

Ⅱ 資本準備金 － － 2,465 48.5   

Ⅲ 欠 損 金  

  当期未処理損失 － 879  

欠損金合計 － － 879 △17.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － 3 0.1 

 

  

資 本 合 計 － － 3,997 78.7  

負債及び資本合計 － － 5,078 100.0  

   

Ⅰ 資 本 金 2,585 36.6 － －  

Ⅱ 資本剰余金   

  資本準備金 2,642 －   

資本剰余金合計 2,642 37.4 － －  

Ⅲ 利益剰余金   

  当期未処分利益 149 －   

利益剰余金合計 149 2.1 － －  

資 本 合 計 5,377 76.1 － －  

負債及び資本合計 7,061 100.0 － －  
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1-2  比較損益計算書 

（単位：百万円・単位未満切捨） 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

増 減 

期  別 

 

 

 

科  目 金 額 百分比(%) 金  額 百分比(%) 金  額 増減率(%)

売 上 高 8,721 100.0 6,720 100.0 2,001 29.8

売 上 原 価 4,254 48.8 3,453 51.4 801 23.2

売 上 総 利 益 4,466 51.2 3,267 48.6 1,199 36.7

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,207 36.8 2,633 39.2 573 21.8

営 業 利 益 1,259 14.4 633 9.4 625 98.8

営 業 外 収 益 2 0.0 9 0.2 △7 △73.3

 受 取 利 息 0 1  

 業 務 受 託 収 入 1 6  

 損 害 補 填 金 － 1  

 そ の 他 0 1  

営 業 外 費 用 2 0.0 7 0.1 △4 △67.8

 支 払 利 息 1 7  

 為 替 差 損 0 －  

経 常 利 益 1,259 14.4 636 9.5 623 98.0

特 別 利 益 29 0.3 48 0.7 △19 △40.0

 投資有価証券売却益 9 48  

 役員保険解約返戻金 19 －  

特 別 損 失 73 0.8 105 1.6 △31 △30.3

 固 定 資 産 除 却 損 － 3  

 投資有価証券売却損 0 －  

 ソフトウェア評価損 54 101  

 リース契約中途解約金 17 －  

税 引 前 当 期 純 利 益 1,215 13.9 579 8.6 635 109.7

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 521 6.0 2 0 518 22,655.6

法 人 税 等 調 整 額 △335 △3.8 - - △335 －

当 期 純 利 益 1,029 11.8 577 8.6 452 78.3

前 期 繰 越 損 失 △879 △1,456 577 

当期未処分利益(△：当期未処理損失) 149 △879 1,029 

 

売上構成 

                                                        （単位：百万円・単位未満切捨） 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

増 減 

期  別 

 

 

品目別 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 増減率(%)

モ バ イ ル コ ン テ ン ツ 事 業 7,074 81.1 5,909 87.9 1,165 19.7

マーケティングソリューション事業 1,598 18.3 779 11.6 818 105.1

海 外 事 業 48 0.6 31 0.5 17 55.4

合 計 8,721 100.0 6,720 100.0 2,001 29.8

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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1-3 比較利益処分案（損失処理案） 
                          
（単位：百万円・単位未満切捨） 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

期    別

 

 

科    目 金  額 金  額 

Ⅰ 当期未処分利益(当期未処理損失) 149 △879

Ⅱ 利 益 処 分 額 (損 失 処 理 額 ) － －

Ⅲ 次期繰越利益(次期繰越損失) 149 △879
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重要な会計方針 

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 

 

 

（3）固定資産の減価償却方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 

 

 

 

（5）引当金の計上基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）リース取引の処理方法 

 

 

 

（7）その他財務諸表作成のための重要な事項 

子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法による原価法 

その他有価証券： 

  時価のあるもの ：決算日の市場価格に基づく時価法 

 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。） 

  時価のないもの ：移動平均法による原価法 

 

 

商品 ：移動平均法による原価法 

仕掛品：個別法による原価法 

 

 

有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建物         10～15年 

   器具及び備品       5～6年 

無形固定資産 

ソフトウエア（自社利用） 

定額法によっており、耐用年数は３年であります。 

 

 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

 
 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額に基づ

き計上しております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）

が平成14年4月1日以後に適用されることになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準によっております。この変更に伴う損益に与える影響はありま

せん。 
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（貸借対照表） 

前事業年度において独立掲記しておりました「資本準備金」は財務諸表等規則

の改正により当事業年度においては「資本剰余金」の内訳科目として表示して

おります。 

前事業年度において「欠損金」の内訳科目として表示しておりました「当期未

処分利益」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余

金」の内訳科目として表示しております。 

 

1株当たり情報 

「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）及び「1株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 4

号）が平成14年4月1日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用され

ることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針によって

おります。 

なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響については、（1株当たり情報）

注記事項に記載のとおりであります。 
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注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

                                            （単位未満切捨）         

期  別 

項  目 

当事業年度 

2003 年 3 月 31 日現在 

前事業年度 

2002 年 3 月 31 日現在 

1.有形固定資産の減価償却累計額 117百万円 75百万円

2.関係会社に対する資産及び負債 買掛金              167百万円 未払金              52百万円

3.授権株式数及び発行済株式総数 授権株式数            122,792株

発行済株式総数 普通株式     63,519株

授権株式数            61,360株

発行済株式総数          30,698株

4.当期中の発行済株式総数の増加内訳 

 (1)新株引受権の権利行使 

 

 

 

 

 (2)株式分割 

  

 

 

① 発行株式数                  1,181株

② 発行価額          299,605円

③ 資本組入額の総額       176百万円

④ 発行価額の総額              353百万円

 

① 株式分割日       2002年11月15日

② 分割比率            １：２ 

③ 発行株式数                   31,640株

 

① 発行株式数             18株 

② 発行価額           333,334円 

③ 資本組入額の総額        3百万円 

④ 発行価額の総額         6百万円 

 

① 株式分割日      2001年8月24日 

② 分割比率            １：２ 

③ 発行株式数          15,340株 

 

（損益計算書関係） 

                                           （単位未満切捨）         

期  別 

 

項  目 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

1.主な販売費及び一般管理費 

 

広告宣伝費                    325百万円

貸倒引当金繰入額                 32百万円

役員報酬                     217百万円

給与手当                     535百万円

福利厚生費                    97百万円

賞与引当金繰入                   32百万円

旅費交通費                       69百万円

研究開発費                    406百万円

 支払手数料                  1,016百万円

広告宣伝費                     356百万円

貸倒引当金繰入額                  16百万円

役員報酬                      187百万円

給与手当                      349百万円

福利厚生費                      64百万円

賞与引当金繰入額                   13百万円

旅費交通費                        24百万円

研究開発費                     381百万円

支払手数料                      799百万円

2.研究開発費の総額 406百万円 381百万円

3.関係会社との取引 業務受託収入            1百万円 業務受託収入            6百万円

4.固定資産除却損の内訳 

 

           －  ソフトウエア                    3百万円

合計       3百万円
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（リース取引関係）  

                                                 （単位未満切捨） 

期  別 

 

項  目 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 

1.リース物件の取得価

額相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

                   (単位：百万円)

 取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高   

相当額 

建物 0 0 0

器具及び 

備品 
732 435 296

ソフトウエア 37 29 8

合計 770 465 304
 

                   (単位：百万円) 

 取得価額 

相当額 

減価償却累計

額相当額 

期末残高   

相当額 

建物 1 0 0

器具及び 

備品 
611 260 351

ソフトウエア 37 23 13

合計 650 284 365
 

2.未経過リース料期末

残高相当額 

１ 年 内            185百万円 

１ 年 超            132百万円 

合 計              318百万円 

１ 年 内            180百万円 

１ 年 超            210百万円 

合 計              391百万円 

3.支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額 

支 払 リ ー ス 料              215百万円 

減価償却費相当額                 198百万円 

支 払 利 息 相 当 額                19百万円 

支 払 リ ー ス 料              188百万円 

減価償却費相当額                 173百万円 

支 払 利 息 相 当 額                23百万円 

4.減価償却費相当額の

算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 
同 左 

5.利息相当額の算定方

法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。 

同 左 
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（有価証券関係） 

    

当期(自2002年4月1日 至2003年3月31日)及び前期(自2001年4月1日 至2002年3月31日) 

当社は「子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの」は全く保有しておりませんので、該当事項はありません。 
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(税効果会計関係)  

   （単位未満切捨） 

期  別 

 

項  目 

当事業年度 

2003年3月31日現在 

前事業年度 

2002年3月31日現在 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原

因別の主な内訳 

 

繰延税金資産（流動資産） 

貸倒損失否認額          70百万円 

未払事業税否認額            47百万円 

賞与引当金繰入限度超過額     28百万円 

その他                  10百万円 

  小計                156百万円 

評価性引当額                    －百万円 

合計                156百万円 

 

繰延税金資産（固定資産） 

無形固定資産償却超過額         178百万円 

その他                －百万円 

小計                 178百万円 

評価性引当額              －百万円 

合計                      178 百万円 

 

 

 

 

繰延税金資産（流動資産） 

貸倒引当金繰入限度超過額       13百万円 

貸倒損失否認額             44百万円 

その他                  9百万円 

  小計                66百万円 

評価性引当額            △66百万円 

合計                 －百万円 

 

 

繰延税金資産（固定資産） 

無形固定資産償却超過額        136百万円 

税務上の繰越欠損金          145百万円 

その他                 4百万円 

小計                286百万円 

評価性引当額            △286百万円 

合計                        －百万円 

 

繰延税金負債（固定負債） 

その他有価証券評価差額         2百万円 

       合計                   2百万円 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳 

 

 

 

法定実効税率                 42.0% 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目                 1.3% 

評価性引当金の減少              △29.1% 

その他                              1.1% 

税効果会計適用後の法人税等の負担額 

                          15.3%  

法定実効税率                 42.0% 

交際費等永久に損金に算入 

されない項目              2.2% 

税務上の繰越欠損金         △68.7% 

無形固定資産償却超過額             17.8% 

貸倒損失否認額                        6.3% 

その他                                0.8% 

税効果会計適用後の法人税等の負担額 

                           0.4% 

法人税等の税率の変更により修正された

繰延税金資産の金額 
地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律

第9号）が平成15年3月31日に公布されたこと

に伴い、当事業年度の繰延税金資産の計算（ただ

し、平成16年4月1日以降解消が見込まれるもの

に限る。）に使用した法定実効税率は、前事業年度

の42.0％から40.0％に変更しております。その結

果、繰延税金資産の金額が8,920 千円減少し、当

事業年度に計上された法人税等調整額が同額減少

しております。 
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(１株当たり情報） 

                                                                                                    （単位未満切捨） 

期  別 

 

項  目 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

1. １株当たり純資産 84,655円 130,228円

2. １株当たり当期純利益 16,336円 18,810円

3. 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
16,137円 18,370円

 

 

 

 

 

当事業年度から「1株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計基準第 2 号）

及び「1株当たり当期純利益に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第4号）を適用しております。また、当社

は、平成14年11月15日付で、株式１株

につき2株の株式分割を行っております。

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年

度に適用し、かつ、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報については、以下

の通りとなります。 

 1株当たり純資産    65,114円 

 1株当たり当期純利益   9,405円 

 潜在株式調整後 

  １株当たり当期純利益  9,194円 

 

 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期  別 

 

項  目 

当事業年度 

自 2002年4月 １日 

至 2003年3月31日 

前事業年度 

自 2001年4月 １日 

至 2002年3月31日 

１株当たり当期純利益 

 当期純利益（千円） 

 普通株主に帰属しない金額 

 普通株式に係る 

      当期純利益（千円） 

 普通株式の期中平均株式数（株） 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 

 当期純利益調整額（千円） 

 普通株式増加数（株） 

 （うち新株予約権(株)） 

 希薄化効果を有しないため、 

 潜在株式調整後１株当たり 

 当期純利益の算定に含めな 

かった潜在株式の概要 

1,029,303千円

－

1,029,303千円

63,004

－

778

778

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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2.  四半期個別財務諸表等 

2-1 比較貸借対照表（四半期） 
（単位：百万円・単位未満切捨） 

当四半期 

2003 年 3 月 31 日現在 

前四半期 

2002 年 12 月 31 日現在 

 

増 減 

 

   期   別 

 

 

科   目 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 増減率(%)

《資産の部》 

Ⅰ 流 動 資 産 

   

現 金 及 び 預 金 2,658 3.351  

受取手形及び売掛金 2,239 1,552  

た な 卸 資 産 66 31  

繰延税金資産（流動） 156 -  

そ の 他 178 298  

貸 倒 引 当 金 △32 △28  

 

流 動 資 産 計 5,267 74.6 5,206 79.2 60 11.7

   

Ⅱ 固 定 資 産   

(有 形 固 定 資 産) 117 1.7 113 1.7 3 3.4

(無 形 固 定 資 産)   

ソ フ ト ウ エ ア 374 415   

ソフトウエア仮勘定 9 6   

そ の 他 0 0   

無形固定資産計 384 5.4 423 6.5 △39 △9.2

(投 資その他の資産)   

投 資 有 価 証 券 518  118    

関 係 会 社 株 式 254 254   

繰延税金資産（固定） 178   

敷 金 312 260   

そ の 他 29 195   

投 資その他の資産計 1,293 18.3 829 12,6 463 55.9

固 定 資 産 計 1,794 25.4 1,366 20.8 428 31.3

資 産 合 計 7,061 100.0 6,572 100.0 489 7.4
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（単位：百万円・単位未満切捨） 

当四半期 

2003 年 3 月 31 日現在 

前四半期 

2002 年 12 月 31 日現在 
増 減 

   期   別 

 

 

科   目 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金  額 増減率(%)

《負債の部》 

Ⅰ 流 動 負 債 

   

買 掛 金 601 481  

賞 与 引 当 金 75 22  

未 払 金 386 420  

 

未 払 法 人 税 等 521 362   

未 払 消 費 税 等 72 -  

そ の 他 26 36  

 

  

流 動 負 債 計 1,684 23.9 1,323 20.1 360 27.3

Ⅱ 固 定 負 債   

繰 延 税 金 負 債 - -  

長期割賦未払金 - -  

 

 

 

固 定 負 債 計 - - -  - -

負 債 合 計 1,684 23.9 1,323 20.1 360 27.3

 

《資本の部》    

 

 

 

Ⅰ 資 本 金 2,585 36.6 2,579 39.3  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 2,642 37.4 2,635 40.1  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 149 2.1 33 0.5  

資 本 合 計 5,377 76.1 5,248 79.9 128 2.5

資本及び負債合計 7,061 100.0 6,572 100.0 489 7.5
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2-2 比較損益計算書（四半期） 
                                          （単位：百万円・単位未満切捨） 

当四半期 

自 2003年1月 １日 

至 2003年3月31日 

前四半期 

自 2002年10月 １日 

至 2002年12月31日 

増 減 

期  別 

 

 

 

科  目 金 額 百分比(%) 金  額 百分比(%) 金 額 増減率(%)

売 上 高 2,385 100.0 2,205 100.0 180 8.2

売 上 原 価 1,210 50.7 1,030 46.7 179 17.4

売 上 総 利 益 1,175 49.3 1,174 53.3 1 0.1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 896 37.6 823 37.4 72 8.8

営 業 利 益 279 11.7 350 15.9 △71 △20.4

営 業 外 収 益 0 0.0 0 0.0 0 114.3

営 業 外 費 用 0 0.0 0 0.0 △0 △16.3

経 常 利 益 278 11.7 349 15.9 △71 △20.3

特 別 利 益 － － 19 0.9 △19 △100.0

特 別 損 失 50 2.1 0 0.1 49 4,920.0

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 228 9.6 368 16.7 △140 △38.0

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 158 6.6 161 7.3 △3 △2.3

法 人 税 等 調 整 額 △45 △1.9 △1 △0.1 △44 3,102.0

四 半 期 純 利 益 116 4.9 208 9.5 △92 △44.2

 

売上構成 

                                                        （単位：百万円・単位未満切捨） 

当四半期 

自 2003年1月 １日 

至 2003年3月31日 

前四半期 

自 2002年10月 １日 

至 2002年12月31日+ 

増 減 

期  別 

 

 

品目別 金 額 構成比(%) 金  額 構成比(%) 金 額 増減率(%)

モ バ イ ル コ ン テ ン ツ 事 業 1,786 74.9 1,743 79.1 43 2.5

マーケティングソリューション事業 569 23.8 454 20.6 114 25.3

海 外 事 業 30 1.3 7 0.3 22 313.2

合 計 1,786 100.0 2,205 100.0 180 8.2

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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